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１.  調査の概要 

 

調査の目的 

個人企業営業状況調査は、個人企業の経営の動向に関する資料を得ることを目的とし、小規模事業者が外部

環境としての経済動向を把握し、事業計画策定における基礎資料として活用するため、各種統計資料と地域内

小規模事業者を対象にしたアンケート調査により地域の経済動向を収集、分析する。 

団塊の世代が 2025 年頃までに後期高齢者（75 歳以上）に達する事により派生する「2025 年」問題の中にあっ

て後継者不足を主な理由として廃業する中小企業が後を絶たないと予測されていることに鑑み、事業承継等計

画の基礎資料として活用するため各種統計資料と、東松島市内経営者を対象とした年齢層分布および後継者の

有無の調査により経営者年齢層等の現状を明らかにする。 

 

調査方法 

（１） 総務省統計局「個人企業経済調査」について 

統計法に基づく基幹統計調査（基幹統計である個人企業経済統計を作成するための調査）として，個

人で「製造業」，「卸売業，小売業」，「宿泊業, 飲食サービス業」 又は 「サービス業」 を営んでいる事業

所の経営実態を明らかにし，景気動向の把握や中小企業振興のための基礎資料などを得ることを目的

としておこなわれている「個人企業経済調査」データを活用して調査・分析を行う。 

 

（２） 「東松島市内小規模個人企業動向調査」について 

 東松島市商工会において決算・申告指導をおこなった実データを活用して調査・分析を行う。 

 分析・評価を行う際には、外部データの評価方法と整合性を保つためにＤＩを活用している。ＤＩとは、

Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略であり、「良い／悪い」「増加／減少」などの定性的

な判断を指標として集計・加工した指数である。 

 

（３） 「東松島市内事業者年齢層分布調査」について 

 東松島市内において事業を営む同族経営者（法人、個人を問わない）に対し年齢および後継者の有

無に関し商工会職員の巡回により調査し、業種別に分析等を行う。 
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２.  総務省統計局「個人企業経済調査」の平成 30 年度結果の概要 

 

Ⅰ 2018 年度（平成 30 年度）の売上高及び営業利益 

 

１ 製造業 

2018 年度の１事業所当たりの売上高は 918 万 6000 円で，これに対する費用は売上原

価が 318 万 6000 円，営業費が 342 万 7000 円となり，売上高からこれらの費用を差し引い

た営業利益は 257 万 3000 円となった。 

対前年度比をみると，売上高は(-)3.5％ で，２年ぶりに減少した。また，営業利益は 

(+)3.6％ で，３年ぶりに増加した。 

 

２ 卸売業，小売業 

2018 年度の１事業所当たりの売上高は 1405 万 9000 円で，これに対する費用は売上原

価が 942 万 3000 円，営業費が 309 万 8000 円となり，売上高からこれらの費用を差し引い

た営業利益は 153 万 9000 円となった。 

対前年度比をみると，売上高は(-)6.0％ で，２年ぶりに減少した。また，営業利益は 

(-)6.2％ で，２年ぶりに減少した。 

 

３ 宿泊業，飲食サービス業 

2018 年度の１事業所当たりの売上高は 863 万 2000 円で，これに対する費用は売上原

価が 362 万 9000 円，営業費が 337 万 6000 円となり，売上高からこれらの費用を差し引い

た営業利益は 162 万 7000 円となった。 

対前年度比をみると，売上高は(-)2.0％ で，２年ぶりに減少した。また，営業利益は 

(-)1.7％ で，２年ぶりに減少した。 

 

４ サービス業 

 2018 年度の１事業所当たりの売上高は 498 万 3000 円で，これに対する費用は売上原

価 

が 78 万 1000 円，営業費が 243 万 1000 円となり，売上高からこれらの費用を差し引いた 

営業利益は 177 万 1000 円となった。 

対前年度比をみると，売上高は(+)2.9％ で，２年連続で増加した。また，営業利益は 

(-)1.6％ で，２年ぶりに減少した。 
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表 1 産業別売上高及び営業利益 

 

図 1 産業別売上高の対前年度比の推移 
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図 2 産業別営業利益の対前年度比の推移 
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３. 東松島市内小規模個人企業動向調査結果 

 

・調査対象企業 （東松島市内小規模個人企業） 

平成 28 年 150 企業（製造 14 企業、建設 45 企業、小売 38 企業、 

卸売 0 企業、サービス 48 社、その他 5） 

平成 29 年 155 企業（製造 15 企業、建設 46 企業、小売 37 企業、 

卸売 0 企業、サービス 49 社、その他 8） 

平成 30 年 150 企業（製造 14 企業、建設 45 企業、小売 35 企業、 

卸売 0 企業、サービス 50 社、その他 6） 

・実績 平成 28 年 1～ 12 月期（平成 27 年 1～ 12 月期実績と比べて） 

実績 平成 29 年 1～ 12 月期（平成 28 年 1～ 12 月期実績と比べて） 

実績 平成 30 年 1～ 12 月期（平成 29 年 1～ 12 月期実績と比べて） 

・調査期間 令和 1年９月 1日～令和１年９月 30 日（速報値：令和２年 3月 10 日時点） 

 

１．東松島市景気の実績 

 

― 東松島市内小規模個人企業の景況感は、建設業では復興需要が終息へ向かっている影響

が顕著となり、3年連続で上昇を見せていた製造業でも売上実績が下降に転じ、すべての業

種において売上実績が下がった。サービス業では売上実績が 17 ポイント下がったものの収

益実績では９ポイント上昇し、サービス業以外の業種にあってはすべての業種において減収

となった。今後については震災後から現在に続く慢性的な人手不足と原材料等の高騰から予

断を許さない状況にある。― 

 

（１）売上実績 

Ａ．全産業の平成 30 年 1～12 月期実績は「▲29.33」となり、平成 29 年 1～12 月期実績

「▲7.9」から 21.43 ポイント悪化した。 

Ｂ．業種別にみると、製造業では平成 30 年 1～12 月期実績が「▲42.86」となり、平成 29

年 1～12 月期実績「▲20.0」から 22.86 ポイント低下。建設業では平成 30 年 1～12 月

期実績が「▲11.11」となり、平成 29 年 1～12 月期実績「▲8.7」から 2.41 ポイント

低下。小売業では平成 30 年 1～12 月期実績が「▲42.86」となり、平成 29 年 1～12 月

期実績「▲2.7」から 40.16 ポイント低下。サービス業では平成 30 年 1～12 月期実績

が「▲34.0」となり、平成 29 年 1～12 月期実績「▲8.16」から 25.84 ポイント低下。

また、その他の業種では平成 30 年 1～12 月期実績が「▲16.67」となり、平成 29 年 1

～12 月期実績「0.0」から 16.67 ポイント低下した。 

内訳をみると、平成 30 年 1～12 月期売上実績 DI はすべての業種においてマイナス

が大きくなった。特に製造業、小売業においては▲42.86 と実に４割をこえる事業者が

業績悪化の状態となった。 
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（２）収益実績 

Ａ．全産業の平成 30 年 1～12 月期実績は「▲8.0」となり、平成 29 年 1～12 月期実績

「12.0」から 20.0 ポイント悪化した。 

Ｂ．業種別にみると、製造業では平成 30 年 1～12 月期実績が「▲50.0」となり、平成 29

年 1～12 月期実績「40.0」から 90.0 ポイント低下。建設業では平成 30 年 1～12 月期

実績が「▲2.22」となり、平成 29 年 1～12 月期実績「6.52」から 8.74 ポイント低下。

小売業では平成 30 年 1～12 月期実績が「▲2.86」となり、平成 29 年 1～12 月期実績

「▲13.51」から 10.65 ポイント上昇。サービス業では平成 30 年 1～12 月期実績が

「0.0」となり、平成 29 年 1～12 月期実績「14.29」から 14.29 ポイント低下。また、

その他の業種では平成 30 年 1～12 月期実績が「▲50.0」となり、平成 29 年 1～12 月

期実績「12.5」から 62.5 ポイント低下した。 

内訳をみると、平成 30 年 1～12 月期収益実績 DI はすべての業種がマイナスと悪化

しており、特に製造業では平成 29 年「40」と前年の 2倍の上昇を示したが、平成 30 年

1～12 月期収益実績 DI は「▲50.0」と 90 ポイントも悪化した。人件費や原材料費、輸

送費の高値推移が続き、国内景気は後退局面入りした可能性があるとされるとおり、

東松島市内小規模事業者にもその影響は如実に表れ始めたとみるべきであり、その影

響は特に製造業、小売業に大きく現れている。このような中にあってサービス業だけ

は売上高こそ悪化しているものの営業利益は 2年連続の伸びをみせた。 
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売上実績（平均）と収益実績（平均）

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

1 製造業 ¥14,558 ¥17,634 ¥13,778 ¥2,966 ¥5,456 ¥2,739

2 建設業 ¥14,397 ¥11,023 ¥10,048 ¥2,482 ¥2,186 ¥1,820

3 小売業 ¥20,282 ¥21,285 ¥20,588 ¥1,460 ¥1,800 ¥1,536

4 卸売業

5 サービス業 ¥9,339 ¥9,259 ¥7,758 ¥805 ¥955 ¥1,043

6 その他 ¥18,776 ¥13,482 ¥9,824 ¥7,640 ¥5,435 ¥928

単位（千円）

No 業　種
売上実績（平均） 収益実績（平均）

¥0

¥5,000

¥10,000

¥15,000

¥20,000

¥25,000

製造業 建設業 小売業 卸売業 サービス業 その他

1 2 3 4 5 6

売上実績（平均）と収益実績（平均）

売上実績（平均）Ｈ28 売上実績（平均）Ｈ29 売上実績（平均）Ｈ30

収益実績（平均）Ｈ28 収益実績（平均）Ｈ29 収益実績（平均）Ｈ30
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売上実績DIと収益実績DI

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

1 製造業 28.57% -20.00% -42.86% 21.43% 40.00% -50.00%

2 建設業 35.56% -8.70% -11.11% 6.67% 6.52% -2.22%

3 小売業 57.89% -2.70% -42.86% 13.16% -13.51% -2.86%

4 卸売業 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

5 サービス業 58.33% -8.16% -34.00% -6.25% 14.29% 0.00%

6 その他 60.00% 0.00% -16.67% 80.00% 12.50% -50.00%

収益実績DI
No 業　種

売上実績DI

-60.00%

-40.00%

-20.00%

0.00%

20.00%

40.00%

60.00%

80.00%

100.00%

製造業 建設業 小売業 卸売業 サービス業 その他

1 2 3 4 5 6

売上実績DIと収益実績DI

売上実績DI Ｈ28 売上実績DI Ｈ29 売上実績DI Ｈ30
収益実績DI Ｈ28 収益実績DI Ｈ29 収益実績DI Ｈ30
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４.  平成 30 年個人企業経済調査まとめ  

 

平成 30 年度総務省統計局「個人企業経済調査」（全国）によれば売上高は、サービス業を

除くすべての業種で減少し、営業利益は、製造業を除くすべての業種で減少した。 

東松島市内個人企業を見ると売上高は、どの業種もマイナス値であり、営業利益をみても

サービス業を除くすべての業種において悪化した。国内景気の後退局面入と今後の復興需要

終息化と相まって転廃業を余儀なくされる事業者の増加が懸念される。 

＜参考：R1 年 決算速報値＞  

（１）売上実績 

Ａ． 全産業の令和 1 年 1～12 月期実績は「▲7.14」となり、平成 30 年 1～12 月期実績

「▲29.33」から 22.19 ポイント改善した。 

Ｂ． 業種別にみると、製造業では令和 1年 1～12 月「7.69」となり、平成 30 年 1～12 月

期実績「▲42.86」から50.55ポイント改善。建設業では令和1年1～12月期実績「21.05」

となり、平成 30 年 1～12 月実績「▲11.11」から 32.16 ポイント改善。小売業では令

和 1年 1～12 月期実績「▲44.44」となり、平成 30 年度 1～12 月期実績「▲42.86」よ

り 1.58 ポイント低下。サービス業では令和 1 年 1～12 月期実績「▲15.91」となり、

平成 30 年 1 月～12 月期実績「▲34.0」より 18.09 ポイント改善。また、その他の業種

では令和 1 年 1～12 月期実績「25.0」となり、平成 30 年 1～12 月期実績「▲16.67」

より 41.67 ポイント改善した。 

内訳をみると、令和 1 年 1～12 月期売上実績 DI は小売業、サービス業はマイナスで

あり、厳しい経営が続いているものの全体的には景気改善が窺える結果となった。 

（２）収益実績 

Ａ． 全産業の令和 1 年度 1～12 月期実績は「16.67」となり、平成 30 年 1～12 月期実績

「▲8.0」から 24.67 ポイント改善した。 

Ｂ．業種別にみると、製造業では令和 1年 1～12 月期実績「15.38」となり、平成 30 年 1

～12 月期実績「▲50.0」から 65.38 ポイント改善。建設業では令和 1年 1～12 月期実

績「39.47」となり、平成 30 年 1～12 月期実績「▲2.22」より 41.69 ポイント改善。

小売業では令和 1 年 1～12 月期実績「22.22」となり、平成 30 年 1～12 月期実績「▲

2.86」より 25.08 ポイント改善。サービス業では令和 1 年 1～12 月期実績「▲13.64」

となり、平成 30 年 1～12 月期実績「0.0」より 13.64 ポイント低下。また、その他の

業種では令和 1 年 1～12 月期実績「100.0」となり、平成 30 年 1～12 月期実績「▲50.0」

より 150.0 ポイント改善した。 

内訳をみると、令和 1年 1～12 月期収益実績 DI ではサービス業を除くすべての業種

で改善している。その他業種では海産物の出来不出来が如実に現れた結果と窺える。 

 

※ 令和 2 年 3 月 11 日現在、新型コロナウィルスの影響により飲食・旅館・給食等関連業

種にキャンセル等が増えている等、経営に影響が出てきている。 
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売上実績（平均）と収益実績（平均）

Ｈ29 Ｈ30 R1 Ｈ29 Ｈ30 R1

1 製造業 ¥17,634 ¥13,778 ¥7,445 ¥5,456 ¥2,739 ¥1,492

2 建設業 ¥11,023 ¥10,048 ¥11,871 ¥2,186 ¥1,820 ¥2,628

3 小売業 ¥21,285 ¥20,588 ¥17,856 ¥1,800 ¥1,536 ¥1,858

4 卸売業

5 サービス業 ¥9,259 ¥7,758 ¥7,502 ¥955 ¥1,043 ¥912

6 その他 ¥13,482 ¥9,824 ¥9,824 ¥5,435 ¥928 ¥928

単位（千円）

No 業　種
売上実績（平均） 収益実績（平均）

¥0

¥5,000

¥10,000

¥15,000

¥20,000

¥25,000

製造業 建設業 小売業 卸売業 サービス業 その他

1 2 3 4 5 6

売上実績（平均）と収益実績（平均）

売上実績（平均）Ｈ29 売上実績（平均）Ｈ30 売上実績（平均） R1

収益実績（平均）Ｈ29 収益実績（平均）Ｈ30 収益実績（平均） R1
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売上実績DIと収益実績DI

Ｈ29 Ｈ30 R1 Ｈ29 Ｈ30 R1

1 製造業 -20.00% -42.86% 7.69% 40.00% -58.33% 15.38%

2 建設業 -8.70% -11.11% 21.05% 6.52% -2.22% 39.47%

3 小売業 -2.70% -42.86% -44.44% -13.51% -5.88% 22.22%

4 卸売業 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

5 サービス業 -8.16% -34.00% -15.91% 14.29% 0.00% -13.64%

6 その他 0.00% -16.67% 25.00% 12.50% -50.00% 100.00%

No 業　種
売上実績DI 収益実績DI

-80.00%

-60.00%

-40.00%

-20.00%

0.00%

20.00%

40.00%

60.00%

80.00%

100.00%

120.00%

製造業 建設業 小売業 卸売業 サービス業 その他

1 2 3 4 5 6

売上実績DIと収益実績DI

売上実績DI Ｈ29 売上実績DI Ｈ30 売上実績DI R1
収益実績DI Ｈ29 収益実績DI Ｈ30 収益実績DI R1
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５. 東松島市内事業者年齢層分布および後継者調査結果 

 

・調査対象企業 （東松島市内事業者）  

令和 1 年 518 企業（飲食・宿泊業（飲食）48 企業、飲食・宿泊業（宿泊）8 企業       

卸売業 9 企業、建設業 166 企業、小売業 103 企業      

サービス業（娯楽業）6企業 

サービス業（娯楽業以外）117 企業、製造業 52 企業 

その他 9 企業 

 

・調査期間 令和 1年９月 1日～令和 2年 1月 31 日 

 

団塊の世代が 2025 年頃までに後期高齢者（75 歳以上）に達する事により派生する「2025

年」問題は社会福祉の面にとどまらず、経済においても大きな問題として指摘されています。 

 

中小企業庁が提示した衝撃的なシナリオによれば、日本の企業の 3 社に 1 社、127 万社が

2025 年に廃業危機を迎えるという「大廃業時代」が迫っているというもの（後継者不足を主

な理由として廃業する中小企業が後を絶たない）です。このことによる喪失 GDP は 22 兆円、

雇用喪失は 650 万人と試算されています。 

 

平成 28 年経済センサスによれば、宮城県内の新規開業が 14,724 事業所、廃業が 16,445 事

業所、東松島市においては新規開業が 152 事業所、廃業が 179 事業所と廃業が開業を上回っ

ている状況となっています。 東京商工リサーチがまとめた宮城県内の 2019 年  上半期

（１～６月）の企業倒産状況は震災後最多（前年比 6.6％増）の 64 件（復興需要の収束を要

因とした建設業が最多 20 件、次いでサービス業 19 件、小売業 11 件）となっており、「体力

に乏しい企業の動向に今後も注意が必要」としています。 

 

当商工会会員事業所の廃業状況を見ますと平成 28 年度 12 事業所、平成 29 年度 18 事業

所、平成 30 年度は 19 事業所と平成 29 年度より廃業者が増加傾向にあります。加えて、よ

り良い経済圏をもとめて転出した事業所は、平成 28 年度 1 事業所、平成 29 年度 5 事業所、

平成 30 年度は 4事業所と、廃業同様平成 29 年度より増加傾向にあります。 

 

上記の状況から以下、中小企業の年齢の分布および後継者の有無にかかる調査結果を示し

ます。 
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（1） 中小企業の経営者年齢の分布（全国） 

 

中小企業庁のデータでは 1995 年の経営者年齢の山（中央値）は 47 歳だったのが、20 年

後の 2015 年には 66 歳と高齢化しています。現在ではこれがさらに進み、経営者年齢のピー

クは 70 歳前後まで上がっていることが予想されています。 
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（2） 中小企業の経営者年齢の分布（東松島市） 

（業種別年齢） 

 

 
（業種別年齢・個人企業） 

 

 

東松島市内の経営者年齢をみますと 70 歳以上の経営者が 24.1％を占め、概ね 4人に 1人

の経営者が 70 歳以上と言えます。経営者年齢の山（中央値）は 60 歳代であり、32.43％を

占めます。個人企業のみをみても同様の分布を示しています。 

飲食業 宿泊業 卸売業 建設業 小売業
サービス業
（娯楽業）

サービス業
（娯楽業以外）

製造業 その他 全体

20歳～ 0 0 0 0 1 0 0 0 0 1
30歳～ 3 0 1 10 3 0 4 3 0 24
40歳～ 6 1 1 44 16 3 18 8 2 99
50歳～ 11 1 1 29 22 1 30 5 1 101
60歳～ 16 3 3 59 29 2 37 17 2 168
70歳～ 10 2 2 20 24 0 24 18 2 102
80歳～ 2 1 1 3 8 0 4 1 2 22
90歳～ 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
合計 48 8 9 166 103 6 117 52 9 518

0

50

100

150

200

20歳～ 30歳～ 40歳～ 50歳～ 60歳～ 70歳～ 80歳～ 90歳～

東松島市の経営者年齢分布

飲食業 宿泊業 卸売業 建設業 小売業 サービス業

（娯楽業）

サービス業

（娯楽業以外）

製造業 その他

飲食業 宿泊業 卸売業 建設業 小売業
サービス業
（娯楽業）

サービス業
（娯楽業以外）

製造業 その他 全体

20歳～ 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
30歳～ 3 0 0 5 1 0 2 3 0 14
40歳～ 4 1 0 19 5 1 9 5 1 45
50歳～ 8 1 0 11 14 0 14 2 1 51
60歳～ 14 3 0 31 17 1 23 10 0 99
70歳～ 9 2 0 8 18 0 16 10 1 64
80歳～ 0 1 0 1 6 0 4 1 2 15
90歳～ 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1
合計 38 8 0 76 61 2 68 31 5 289

0

50

100

150

20歳～ 30歳～ 40歳～ 50歳～ 60歳～ 70歳～ 80歳～ 90歳～

東松島市の個人企業経営者年齢分布

飲食業 宿泊業 卸売業 建設業 小売業
サービス業… サービス業… 製造業 その他



- 16 - 

 

（3） 中小企業・小規模事業者の経営者の 2025 年における年齢（全国） 

 

（４）中小企業・小規模事業者の経営者の年齢（東松島市） 

    

 

 

中小企業庁のデータでは、経営者年齢の高齢化がこのまま進んでいくと、2025 年には、中

小企業全体の約 2/3 にあたる 245 万人が 70 歳以上となることが予想されています。東松島

市の経営者年齢層分布は全国に比べれば若い方と言えますが、それでも 10 年後の 2030 年に

は経営者の半数以上が 70 歳以上ということになります。 

 

(2025年年齢)
70歳未満 303 58%
70歳以上 215 42%
合計 518 100%

(2030年年齢)
70歳未満 225 43%
70歳以上 293 57%
合計 518 100%
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後継者が見つからないまま、事業者の半分が廃業することになれば、日本の企業全体の

1/3 がなくなるという事態を招くことになるかもしれません。東松島市においても他人事と

言えない状況にあるといえます。 

だからこそ、持続可能な日本の成長を支えていく産業基盤たる中小企業の存続と事業承継

は、日本の将来を考える上でも、東松島市においても非常に重要な問題であるといえます。 

 

（5） 事業承継の決定状況と予定している承継方法（全国） 

 
全国の社長さんたちが選ぶべき事業承継の方法とシナリオは、後継者がいるケースといな

いケースの２つに分かれます。 

アクサ生命『社長さん白書 2018』の調査（グラフ 4）によれば、「事業承継を決めている」

と回答した人は 51％。先に紹介した「事業承継が決まっている中小企業の事業者数」のデー

タとほぼ同じ結果となりました。 

このうち、承継方法として最も回答が多かったのが「親族への事業承継」（34％）、次いで

「親族以外への事業承継」（11％）。この「親族以外」には長年勤務する役員や社員が含まれ

ており、どちらも「後継者がいる」ケースとなります。 

一方、後継者がいないケースでの有効な対策の一つとして「事業の M&A（譲渡、売却、統

合）」が挙げられます。「M&A による事業売却」「その他」と回答した人は少数ではあります

が、これからの事業承継において重要な施策となると考えられます。 
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（6） 東松島市内経営者の後継者の有無 

 

 

 

 

東松島市内中小企業者の後継者の有無では、「後継者有」と回答した事業所は 64 事業所と

全体の 12.36％であり、「後継者無し」と回答した事業所は 41 事業所と全体の 7.92％、未定

または無回答の事業所数は全体の約 8割を占める 413 事業所（79.73％）であった。 

50 歳以上の経営者にあっても「後継者有」と回答した事業所は 58 事業所と全体の 14.72％

であり、同様に「後継者無し」と回答した事業所は 32 事業所と全体の 8.12％、未定または

無回答の事業所数にあっても、全体の 8割近くを占める 304 事業所（77.16％）であった。 

 東松島市内中小企業者は 2011 の東日本大震災からの復旧、復興の途にある企業が多く、

まだ後継者等次代のことまで考えられないという経営者が多い状況であった。 

 

（年齢別後継者有無未定・一般）
後継者　有 後継者　無 未定・無回答 合計

20歳～ 0 0 1 1
30歳～ 1 3 20 24
40歳～ 5 6 88 99
50歳～ 12 10 79 101
60歳～ 30 11 127 168
70歳～ 14 9 79 102
80歳～ 2 2 18 22
90歳～ 0 0 1 1

58 32 304 394
14.72% 8.12% 77.16% 100.00%

64 41 413 518
12.36% 7.92% 79.73% 100.00%

50歳以上計

総計
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中小企業庁のデータによれば、後継者がいるケースでは一見問題はなさそうに思えますが、

実は事業承継のプロセスにおいて、後継者の選定からその了承を得るまでにはかなり時間が

かかります。 

グラフ 5 をみると、事業承継に「3 年超（かかった）」と回答した人が 4 割近くおり、中に

は 10 年かけて行っている企業もあります。このように事業承継の決定までに時間がかかる

ことを考えると、70 歳以上の高齢の経営者が元気なうちに引き継ぎを終えるために「世代

交代（承継）への速やかな着手」も大きなポイントといえます。健康上の不安があれば、な

おのこと急がなくてはなりません。 

６. 東松島市内事業者年齢層分布および後継者調査まとめ  

東松島市内事業者の年齢層分布は、全国と同様に高年齢化が進んでおり、10 年後の 2030

年には経営者の半数以上が 70 歳以上と予想されます。その上で、現在 50 歳以上の経営者に

あって「後継者有」と回答した事業所は約 15％であり、「後継者無し」または「未定」との

回答が約 85％にも上った。これを中小企業庁の全国調査を踏まえ１/2 の事業所が高齢化お

よび後継者難による廃業の危機にあると捉えられ、事業所数にして約 200～250 の事業所と

考えられます。 

 これを雇用に換算すれば、このままでは 1,000 人を超える雇用喪失となることが考えられ

ることから新規創業者を増やすことはもとより、後継者対策や事業の M&A（譲渡、売却、統

合）等の対策を早急におこなっていくことが求められる。 


